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タートルの会
【厚生労働省との意見交換】

日時　７月５日（水）、１４時から１５時２０分

場所　厚生労働省１Ｆ、共用第一会議室

出席者

　　厚生労働省

　　　職業安定局障害者雇用対策課

　　　障害者雇用専門官・浅賀英彦

　　　同、　工藤正一

　　　雇用対策係長・田中里枝

　　　職業能力開発局能力開発課

　　　障害者企画係長・林　幹雄

　　　保険局医療課主査・佐方信夫

　　タートルの会

　　　安達、内山、大脇、篠島、松坂、吉泉、下堂薗
 (1)ロービジョンケアの診療報酬への適用について

　医療課からは、医学的効果に繋がるとはいいがたいので、現状では診療報酬の対象にはならないとの回答がありました。それを受け、タートルの会からは、中途視覚障害者が働き続けるためには、ロービジョンケアがいかに重要で必要であるかを訴えるとともに、眼科医の熱意と使命感に支えられているのが現状だと訴えました。ロービジョンケアに診療報酬が適用されないとすれば、その重要性に鑑み、診療報酬に代わる何らかの方策が必要ではないかと問題提起しました。なお、医療課から、本件に関しては、日本眼科学会や日本眼科医会にも併せて要望するようにとの助言をいただきました。

(2)ハローワークの窓口の対応について

　タートルの会は、就労アンケートの結果から、ハローワークの窓口の対応に対する批判（勉強不足や対応のまずさ）の声がある反面、強い期待感があることを伝えるとともに、ハローワークは中途視覚障害者本人と事業主の相談窓口として、しっかりその役割を果たして欲しいと要望しました。これを受けて、障害者雇用対策課からは、ハローワークにおける相談・支援体制の現状を説明するとともに、指摘されたような実態があることを受けとめ、中途視覚障害者の復職・雇用継続を巡る問題を障害者専門研修のカリキュラムに反映できるよう、今後、関係部署と検討したいとの回答がありました。そして、タートルの会としては、そのような研修に対しては、当事者の立場で協力できる部分があれば、各種資料の提供や講師の派遣などの面でも積極的に協力したいと申し出ました。

(3)ジョブコーチ、雇用管理サポートについて

　視覚障害者にとって、人的サポートはある意味不可欠です。このような中、標記事業について、中でもジョブコーチ事業は注目され、関心が高まっています。しかし、視覚障害者のことに精通した人材がどれだけいるだろうかとの疑問があったため、あえて視覚障害者に特化したジョブコーチの養成について要望し、意見交換をしました。その中で、両事業の現状を詳しく説明していただき、視覚障害者にどのようにすれば役立つものにできるかについて、今後への示唆と展望を得ることができました。

(4)職業能力開発とキャリア形成について

　就労アンケートによれば、能力開発とキャリア形成に関しては、自己努力に任されている感があります。働き続けていく上では大切な問題なので、制度的に保障して欲しいと要望しました。これに対して、能力開発課からは、視覚障害者が対象となる現行の職業訓練制度についての説明があり、併せて委託訓練についての説明がありました。これを受けて、特に委託訓練については、視覚障害者に対応できるところを増やして欲しいと要望しました。意見交換では、現行制度の職業能力開発支援促進給付金、キャリア形成促進助成金の制度は、障害者を特に対象としたものではないが、有効な制度ではないかとの情報をいただきました。

(5)リハビリテーション休暇・休職制度の創設について

　対応部局がはっきりしなかったため、話し合うことはできませんでした。

(6)「視覚障害者就労データベース」について

　タートルの会が今取り組んでいるデータベースの構築について、まだ準備作業中ですがその概要を説明し、このようなデータベースは全国を探してもなかなか見当たらない貴重なものであることをアピールしました。
【日盲連との懇談要旨】

日時　２００６年８月１０日（木）、１８時半から２０時２０分

場所　（社）東京都盲人福祉協会（都盲協会議室２Ｆ）

出席者

　　都盲協

　　　笹川会長、研究会メンバー「時任副会長、小林氏、渡辺氏。

　　タートルの会

　　　下堂薗、工藤、篠島、吉泉

　　学識経験者：　指田氏

＜概要＞

１．時任副会長が進行役となり、まず、研究会のお膝元に所属する工藤専門官から、３つの研究会が一挙に立ち上がった経緯とか、１９人という研究委員の先生方の大所帯でスタートした構成などの説明がなされた。

２．次いで、研究員の渡辺さん、小林さん、時任さんの順に、それぞれ自己紹介を含め、第１回目の研究会に出席しての感想などの紹介が行われた。

その紹介の中で、会議場で、膨大な資料が配布され、晴眼者の先生方はページをあちこちめくりながら論議を進めるが、視覚障害者はそのような実態になかなかついてゆけなかったとの不満が表明された。

　卑近な例では、たとえば、自らの研究会の名称さえも、長すぎて覚え切れていないとの述懐があった。
３．引き続き笹川会長から、視覚障害者の就労という観点から大事な研究会であると思うので、相互に協力できるところは協力し、視覚障害者の就労環境の改善のために、力を結集してゆきたいという趣旨の挨拶があった。

４．このあと、タートルの会のほうから、順次自己紹介しながら、「レインボー」の概要などのさわりを説明し、かなうものなら、同研究会の資料として役立ててほしい旨とか、ヘルスキーパー＆事務職への進出とか、雇用率の意味するところなどの重要性などを披露した。

５．最後に、指田氏が、フランスの雇用率のカウントの仕方が、最近、重度障害者のダブルカウントを廃止し、それぞれ「１」とカウントするように制度が変更されたこと、そのうえ、企業に対しては、納付金を半額にするなどの政治的妥協が企られているなどの紹介があった。

６．以上の後、自由に意見交換する形でそれぞれ思うところを出し合いながら、第１回目の今回は結論を出すことはしないということで終了し、今後、必要に応じこのよな場を設定することで終了した。

７．これら３つの研究会は、来年７月まで、毎月１回会合し、結論を得て、最終的には、雇用促進法の改正につなげることを想定しているようであるとのコメントがあった。

　ただ問題点は、その改正の中身になるわけで、視覚障害者の雇用率のアップにつながるものであり、実質的に継続雇用につながるものであることを願うばかりです。

以上

【日本経団連との懇談要旨】

日時　平成１８年８月３０日（水）１４時００分から１５時２０分

場所　社団法人　日本経済団体連合会、３Ｆ会議室

出席者

　　日本経団連

　　　輪島忍氏（労政第一本部雇用管理グループ長）

　　　畠山千蔭氏（東京経営者協会障害者雇用相談室・障害者雇用アドバイザー）
　　タートルの会

　　　和泉、内山、大脇、工藤、篠島、下堂薗、（島岡夫妻）

要旨

１．視覚障害者の雇用に関してハローワークの相談窓口としての重要性と、連携について＜輪島＞

　一義的にハローワークの重要性についてはお説のとおりであると思うが、企業側としては各職業センターにも相談したりしているが、しかし、どこに相談したらいいか戸惑いもあり、経団連は企業側の相談窓口として、平成１０年に「東京経営者協会に障害者雇用相談室」を設置した。同席の畠山さんを責任者として、３人を雇用アドバイザーとして委嘱し、月曜日から金曜日午前１０時から１７時の間、常時１人は必ず待機している態勢をとっている。

　精神・知的障害者に対する雇用についてのハローワークの指導は厳しく、電話相談件数は多い。電話で相談の要旨を聞いたあと、改めて後日、直接面談して対処するようにしている。特に視覚障害者の雇用についてどうするかであるが、ハローワーク飯田橋において、たとえば、視覚障害者の雇用に関して専門性のある者が月曜日には対処できるというような仕組みがとれるのか、というようなことではなかろうか。

＃函館視力障害センターの随時入所方式による視覚障害リハビリテーション、ヘルスキーパーなどノ有用性並びに、過去、視覚障害者の天職とまで言われたこともある三療の業界が、今日、晴眼者の進出が目覚しく、その比率は視覚障害者１に対し、晴眼者９の割合になっている現状を説明。
　このような変化の中、１０年ぐらい前のウインドーズ９５が出て依頼、中途視覚障害者による継続雇用、原職への復職願望が芽生えてきた沿革に加え、日本盲人職能開発センターにある事務処理科を修了した者の事務職への就職率が、好調な傾向などを解説。併せて、「中途失明Ⅱ～陽はまた昇る～」など図書を紹介。

２．雇用アドバイザーに対して、視覚障害者雇用に関する質問があるか？

＜畠山＞

　雇用主から、あちこちに聴いたがよく分らないので経団連に雇用アドバイザーがいるということなので「どのような工夫ができるか」と、いうようなことでたまに聞いて来ることがある。私自身は、長い目で見れば、視覚障害者に対する見方は「何の仕事がいいのだろうか？」という感じで、世の中は少しずつ変っているように思っている。制度としては多様化して受け皿はたくさんできてきているように思えるが、それを進めるマンパワーが追いついていないように思うので、制度をつくると同時にそれを活かせる人材を官民ともども育てる必要があると思う。

　企業は大中小さまざまである。大企業はそれなりに対応できる可能性が高いと考えられるが、小企業にあっては余裕がなかったりするので、そのようなとき、さまざまな制度を活かせるアドバイザーがおれば、そちらからのアドバイスが受けられることが考えられる。

３．視覚障害者に関する相談事例の質問の中で、ここが分らないというところは具体的に何でしょうか？
＜輪島＞

　私は、「中途失明Ⅱ～陽はまた昇る～」や、「視覚障害者の就労の手引書（レインボー）」などを、読ませてもらっていて分るのですが、いずれにしてもまだポピュラーではないと思います。

　一般的には、視覚障害者がどうやって働いているかという就労事例を、間近に見ているケースが少ないということだろうと思います。

　ビデオだとか、どうやって働いているかその様子を間近にみるとか、そういうような、一般的に拡大鏡などを使って仕事をしているところを見ていませんから、そういうようなものが普通に、「あ、あのようなものを使えばいいんじゃないの」と、なるようにするのかどうかではなかろうかと思います。ある会議で、視覚障害者の先生方が、拡大読書器などを使いながらやっっていた場面に遭遇した。普通の会議に比べ、ある意味において少し違和感があったが、しかし、そういうものが普通だと思えるような環境をどのようにつくるかということだろうと思います。

　レインボーなどをもっとどのようにして衆知するのか、どのようにしてもっといろんな人の手に届くようにするのかということが一義的には重要なんだろうなと思います。

　雇用率の観点からいうと、今、雇用率を達成していないのは中小企業のところが多いわけなので、中小のところで一人ずつどうやって受け入れてゆくのか、その仕組みをどうするのかということが、制度はいろいろできつつありますが、まだ見えないんです。

　大企業については、最近は特例子会社により、５人、１０人などと雇用して、一箇所で雇用管理を行い、仕事をやってゆけるというものがだんだん分ってきていますが、中小のところでは、どうするのかということについて、まだ、仕組みができていません。

　雇用促進で「雇え雇え」と指導はしますが、実際、どのように雇用するのかについては企業側も、雇われる側もまだよく分らないということがお互いにあるように思われます。

４．ジョブコーチ制度の拡充について

＜輪島＞

　視覚障害者のための独自のジョブコーチを育てる必要があると思います。
　一般的に福祉の部分の１号と、企業内における２号をどのようにたくさん養成するのか、気になっているところですが、今回、２号についてきちんと整備してくれたことは重要だったと思っています。

　厚生労働省障害者雇用対策課と話をしているのは、１号や２号のジョブコーチになる要件のことです。特に２号について言えば、特例子会社では３年の実務経験が求められています。今はジョブコーチのマンパワーという裾野を拡げるべき時期だと思っているので、なぜ、そのような要件をつける必要があるのか、と疑問もあります。

企業側からいうと、２号のジョブコーチになるためには、生活相談員になって５年の実務経験か、特例子会社などの３年が要件という現実にそぐわない高いハードルがつけられており、障害者雇用促進法上のジョブコーチの育成にハードルをつけてしまっているように思えます。

　視覚障害者に特化したジョブコーチの育成が大切だということです。

＃日本盲人職能開発センターの事業の一つである「高齢・障害者雇用支援機構」から委託を受けて実施している「指導員養成講習会」講座を説明。

５．治療法のない疾病を有する者が、ロービジョンケアを受けようとする時、病気休暇の取得が認められないことについて

＜輪島＞

　はじめて聞いた話というような感じで、島岡さんの実情などこまかに質問。

＜畑山＞

　就業規則に規定されているということなどを熟知されていた。

　本件については、とりあえず両者に対し問題提起し、長時間にわたり意見交換を行ったというところで時間切れとなった。結論的には、今後とも、意見交換の場をもつことで意見一致し散会。

【社団法人日本眼科医会との懇談要旨】

日時　平成１８年８月３１日（木）１４時００分から１４時５０分

場所　（社）日本眼科医会会議室

出席者

　　（社）日本眼科医会

　　　常任理事古野史郎医師

　　　同、事務局主任横山謙二氏

　　タートルの会

　　　工藤、篠島、下堂薗

要旨

・視覚障害者が働き続けられるためには障害当事者、企業主、医療機関、行政、当事者団体などとの連携が重要であること。

・行政の窓口でタートルの会の存在を知り、タートルの会につながったケースの事例紹介。

・厚生労働省保険局がロービジョンケアを制度化するためには眼科医団体の専門家からの要望が重要である旨の助言があったこと。

・ロービジョンケアの重要性については、「レインボー」の結果にはっきり示されていること、同時に、社会的に広く普及発展させる必要があること等々について説明、要望。

１．連携に関して

＜古野＞

　ロービジョンケアについての講習会は年に３回ぐらいはほそぼそ行っているが、実はそのようなことをやっていてもタートルの会の存在はまったく知らなかった。このようにしてタートルの会の存在が分ってくると、今後はタートルの会に相談するようなことになると思います。

２．治療法のない疾病についての病気休暇が承認されないことと、診療報酬について

＜古野＞

　診療報酬は、切り詰め切り詰めやっているので、新たなものを加えるということとなるとかなり大きな労力を必要とすると思います。新しい手術の方法が入ってきても、すぐ診療報酬に結びつかない状況にあり、それがどんどんたまっているのが現状です。先端医療などといいますが、保険医療のほうはおさみしい限りなんです。

　かたやロービジョンケアを診療報酬の対象として、新しくつくってもらうというのには、非常に苦労するんですね。厚生省は、古いものを少し変えることについては対応するが、新しく項目を増やすことには抵抗するんです。それでも働きかけてみるという必要はあると思いますが、今、医療機関でロービジョンケアをやっているところは非常に少ないんです。

　ロービジョンケアは、非常に長時間を要しますから、コストも高くつくし、通常の診療の合間にちょいとやろうというわけにはゆかないので、それなりの時間が必要です。取り組んでおられる先生は、一生懸命にやっておられるが、それをやろうとする先生はそうそうはいないので、増えてくる可能性もむずかしい。それだけの診療報酬が入ってくるなら、増える可能性もあるが、いろんな問題がたくさんあります。

３．タートルの会は、就労に特化した自助グループであることについて

＜古野＞

　タートルの会のように視覚障害という立場で、自分たちで活動している会に色覚異常のみなさんの「パステルの会」というのがあるんですが、こちらと連絡をとっていると私どもが多くのことを教えてもらうことがあります。タートルの会からも、また、いろいろ学ばせてもらうことがあると思います。

・タートルの会は、就労中視覚障害を患った者に対し、いろいろな工夫により働き続けられるということを特化して情報提供し、学習している自助グループであることを説明のうえ、そのような患者に出くわした時、眼科医からタートルの会を紹介してもらう方式が取れないかということ。

・最近はタートルの会の存在を知ったあちこちの眼科医からつないでくるケースが、徐々に増えていること。

・つながったことにより当該患者は結果的に自立し救われている具体的事例の紹介。

・併せて、タートルの会の存在を知った当該医師はロービジョンクリニックの重要性を認識し、院内にロービジョンクリニックを開設した事例などを説明したことに対して
＜古野＞

　いちいち相槌をうちながら、医療の限界もあることとケアの重要性を真面目に話し、強い関心を示しながらヒヤリング。

４．眼科医会の会員へ、タートルの会の存在を周知する方法について

＜古野＞

　タートルの会が、直接眼科医会の会報に投稿するとか、案内を出すとか、あるいは、眼科医会の名前でタートルの会の資料を送付するということなどは、むずかしいですが、たとえば、高橋広先生や安藤伸朗先生らに投稿してもらい、その文中で、タートルのことに触れてもらうという方法なら、可能だろうと思います。ちなみに安藤先生は編集委員でもあります。

５．「医療行為として」という言葉の範囲について
　例：「医療行為として、眼科医が視覚障害リハビリテーションを認めたら、病気休暇の対象にできる」

＜古野＞

　「われわれがこう話をして、患者さんにお話をすること自身」が医療行為です。ですから、それこそ電話再診、まあ、診療報酬のほうでも、「電話再診」というのは、認められているんですから、医療行為にはつながっていることだと思います。たとえば、「ＸＸＸについては、これこれという症状なのでどうしたらいいか？」に対し、「こうしなさい、ああしなさい」という指示を出すと、これは医療行為として再診料が取れるとなっています。ですから、それとまったく違わないので、医療行為と考えることができます。昔、私が医学部にいたころは、「視覚障害リハビリテーション」という概念はありませんでしたが、最近はそういうことが入ってきていいます。

＃タートルの会の存在の周知のことと、今後の連携をすることについて協力を仰いだことに対して
＜古野＞
　周知が一番大事なことであるとして、今後の協力を約束してしめくくった。

以上

【日本眼科学会との懇談要旨】
日時　平成１８年１０月１０日（火）、１７時から１８時２０分
場所　日本眼科学会会議室
出席者

　　日本眼科学会

　　　竹内　忍常務理事（東邦大学医学部教授）
　　　　　　　　　社会保険委員会委員長

　　タートルの会

　　　下堂薗保会長、工藤正一副会長、篠島永一事務局長
＜要旨＞
会の側から自己紹介後、
＃「診療報酬」にかかわるものについては、厚生労働省に陳情した際、眼科の団体を通じて要望するようにとの指導があったこと。
＃「レインボー」の調査結果において、どこの眼科においても、次のようなことについて患者は要望している。
・ロービジョンケア=視覚障害リハビリテーション
「生活訓練」、「職業訓練」。具体的には、単独歩行、拡大読書器、ルーペ、音声対応パソコンなどの補助ツールの存在、当該ツールを活用する訓練の必要性といった情報提供を受けられること。
・患者は視力の低下に伴い、自信喪失あるいは失意のどん底にあるので、最初に対面することになる眼科においては「見えなくてもパソコンなどの活用により事務系職種で働いている実情」を伝え、希望を持たせるなど助言してもらうとか、タートルの会のようにデータを所有している団体につないでほしいこと。
＃会として
・必要な関係機関との連携プレーがとれる仕組みの構築が肝要であると思っていること。
・眼科医を志す医学生に対して、見えなくても働けるという観点から「ロービジョンケア」の重要性を教育してほしいと思っていること。
・視覚障害者の就労拡大の大きな柱として一つは新規採用、二つ目は中途視覚障害者の雇用継続であるとの考えから、「レインボー」に続く、「視覚障害者の雇用継続支援の実用マニュアル」（仮称）の必要性を感じ、発刊を予定していることを紹介。
・視覚障害者の伝統的な職業である「三療」の職種が晴眼者の大量進出に伴い、この職種では大変な苦境に追い込まれている実情から、中途視覚障害者の傾向は、音声対応パソコン活用などによる事務系職種への希望者が増加傾向にあるので、企業においても、医療機関においても社会貢献の観点から支援をもらいたいこと。
・制度的な面では、「治る見込みのない疾病」をもつ視覚障害者が「視覚障害リハビリテーション」を受講する目的で病気休暇の承認を受けようとした時、リハビリテーションは「療養」に当たらないから認められないと拒否されたり、仮に認められたとしてもやはり「リハビリテーション」は、「療養の範疇外」であるということで、厳しく注意されたり、取り消し処分を受けたりしている事実があること。等々について説明。
１．ロービジョンケアの制度化などについて
＜竹内＞
　お話から診療報酬のことはさておいて、具体的に、眼科医または施設が、就業の手助けを中途視覚障害者に対してどのようにするか、ということではなかろうかと理解しました。
２．タートルの会との連携と周知方法について
　連携については、勉強不足のため、タートルの会の存在を知りませんでしたが、眼科医側としても、公の機関とかそれをつてに視覚障害者の自立支援をしなければならないと思っています。タートルの会を紹介することについては、たとえば、ロービジョン学会主催のシンポジウムを利用する方法もあると思います。シンポジストになるには、いろいろあると思いますが、利用できれば、プログラムにも掲載されるので学会員に広く周知され、協力が広がるのではなかろうかと思います。もう一つは、日本眼科学会誌の中に「広報のページ」とか、あるいは「理事の発言コーナー」があるので、理事の発言コーナーの中で私がタートルの会のことについて触れたりすることは可能です。
３．眼科医の中には、当たり前と言えば当り前ですが、治療を重視する観点から、患者に対し「残念ながら治療法がないんです。」などと患者に悲観的な発言をしている場面に遭遇することがあります。これでは患者はますます失望感が高まるだけなので、ロービジョンケアの面から「見えなくてもしっかり働いたり、スポーツを楽しんだりしている人はたくさんいる」などと、希望を与える表現が望まれます。
＜竹内＞
　そういうことは、医療技術の面からもあると思います。一般的に言って、眼科医もまだ「見えない者は何もできない」などと先入観から考えている人はいますが、しかし、タートルの会の活動に関心を寄せ、手助けしたいと考えている眼科医はたくさんいると思います。
・中途視覚障害者が雇用継続されることは、雇用主にとってもそれまで培ったノウハウを活かし貢献してもらうことになり、高い効果が期待できること。

・反対に失業に追い込んだ場合、結果的に高齢化などに伴って、復し介護予算は膨大に膨らみつつある現状に対し、さらに予算膨張の要因となり、悪循環を招きかねないことなどが容易に考えられること。
・視覚障害者をかかえることになった企業においては、障害当事者と一体になり、企業内における将来設計を図ることが法令的にも義務づけられているので（雇用促進法第５条）、法令を遵守し、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たしてほしいこと。などを意見交換。
４．ロービジョンケアの診療報酬要求について
＜竹内＞
　この件では、ロービジョン学会があるので、そこが中心になり主体的に動いてもらうのがいいと思っています。これまでにも、ロービジョン学会などで検討してもらい、２回ほど、厚生労働省保険局医療課あてに要求してきましたが、認められませんでした。しかし、引き続き要求はし続けていかなければならないと考えています。
　話は変わりますが、公明党がバックアップした視能訓練士協会と日本眼科学会との連名で要求した「弱視のめがね・コンタクト」については、はじめてでしたが補助が認められました。お金はそこそこかかっている案件でしたが、視能訓練士協会に政治力があったということかも知れません。「福祉と弱者に強い」が公明党のウリですから、同党にお願いして力添えをもらってやる方法はあるかも知れません。
５．眼科専門医研修について
　タートルの会として
眼科専門医研修の必修科目として、是非ロービジョンケアについて取り上げて欲しい。特に、就労継続は中途視覚障害者にとって深刻な問題であるが、ロービジョンケアが行われることで、就労継続も可能となる。そのようなことについて、具体的な事例を紹介しながら、学ぶようにしてもらいたい。そのために、我々もできることは協力したい。
＜竹内＞
　学会には、専門医制度があり一定の試験により専門医になってもらっています。その専門委員会で検討してもらい提言するのが望ましいと思います。
６．理事会への報告などについて
＜竹内＞
　本日の懇談については、理事長から指名されたことでもあるので１１月の理事会において、本日の懇談の内容を報告し、学会としての社会貢献の一つとして何かやることがあるのではないかということ、シンポジウムのこと、投稿のことなどについて提案してみたいと考えています。学会は、社会貢献と、医師の質をいかに高めるか、ということについて、真剣に検討を重ねていますが、まさに中途視覚障害者の継続就労のサポートをどうするかは社会貢献の一つであると思っています。ロービジョン学会にはすばらしいメンバーがおられるので、力添えをもらったらどうかと考えています。
＃今後とも、懇談の機会をもつことを了承していただき懇談終了。
以上

【国立リハビリテーション病院第三機能回復訓練部長との懇談要旨】
日時　２００６年１０月１７日（火）１６時から１７時２０分
場所　国リハ会議室
出席者

　　簗島謙次第三機能回復訓練部長
　　タートルの会：下堂薗保会長、工藤正一副会長、篠島永一事務局長
要旨
＃　日本眼科医会、日本眼科学会と懇談してきたことなど簡単に報告
・中途視覚障害者の解雇通知のケースが引き続き多発している事例と、その背景として、新規雇用のケースは大々的にアピールする風潮にあるが、自社の社員が中途で視覚障害になった場合、情報不足からくる偏見から即解雇の方向へ向かうケースが多いこと。
・トップとか労務責任者の「見えない者は何もできない」という間違った先入観に基づく考え方とか、就業規則のみを重視し「障害者雇用促進法」を無視したことによるもので、法律の精神が踏みにじられている。
ことなどを説明。
１．ロービジョンケアなど医療行政に関する現状分析について
＜簗島＞
①厚生労働省には、視覚障害の専門医はいない。内臓疾患の医師が判断を下すようなケースがあり、可笑しいと指摘しているが改善されない。
②つい最近も、おかしな質疑応答集が出ており、大きな問題だ。中島医師が健在なころは、よかったが、今は現場を知らない眼科医以外の医師がやるからおかしな結果が出てしまう。
③障害者自立支援法にしても、介護の専門家でない歩行訓練士のような者が審議委員になったりして、検討も長期展望からではなく目先の予算不足の面を重視して決めてゆくから間違った結論になってしまう。
④厚生労働省は、ロービジョンケアについて、もっとも基本的な「保険点数の制度化」を実現しないまま、現場に対して、ただ「やれやれ」と押しつけてくるだけだから、現場はやる気がおきなくなる。
２．視覚障害者の雇用の継続に関して、診断書の書き方、患者に対する医師の言葉遣い、音声対応型パソコンの活用法などの助言等、希望をもたせる表現の重要性について
＜簗島＞

　たとえば、ＲＰの場合、「治りません」、「遺伝します」、「失明します」の３点セットで伝えるなどしない。また、患者に希望を与える言葉遣いに心がけ、決して、患者に失望感を与えるような言葉遣いはしないようにしている。医師は、視力、視野をみて「はい、変わりありませんね。お大事に」だけではまったく意味をなさない。

　たとえば、上部の視野が欠けても大した不便さはないが、下部の視野が欠けると、「歩行」、「階段の昇り降り」、「足元の見えづらさ」などに大変大きな不便さが生じるようになるので、この時点で、「では、どうしたらいいのか」ということについての助言が大事である。
３．「眼科」、「事業主」、「行政・ハローワーク」、「施設」との連携が重要になるが、事業主が「見えない者ができる仕事はない」などの先入観から「抱え込んでしまい」うまく連携できないという現状について

＜簗島＞
　せっかく長年の歴史をもつ組織としてのハローワークがあるのだから、そのうちのどこか拠点ハローワークが、視覚障害者の雇用については専門的に対処するようにすべきではないか。
４．マニュアルの発刊構想について
＜簗島＞
①なかなか読んでくれない。
②ロータリークラブやライオンズクラブなどと連携して行うセミナーなどの形式のほうが、より効果があるのではないか。
５．医師に対するロービジョンケアの教育について
＜簗島＞
　日本眼科学会において、最近、専門医制度の試験問題にロービジョンケアに関わることが出るようになりつつあるが、しかし、教科書に書かれているわけではないのでなかなか拡がっていかない。眼科の教科書（例、標準眼科学科）の中には必ずそういうチャプターを入れるようにすることが必要である。つまり、国家試験に、必ず出題されるようにするべきである。
６．ロービジョンケアの点数制の実現について
　日本眼科学会の竹内常務理事は、場合によっては、政治の力を借りるのも必要かも知れないなどと、おっしゃっておられた。
＜簗島＞
　ロービジョンケアが、いかに経済面での効果が高いかということが重要なポイントになる。例えば、働ける方向をロービジョンケアにより、患者に明示してあげることにより患者は眼科医への通院回数が減ることになるので、医療費の軽減化につながる。また、継続雇用されれば、足りないと言われる労働力の確保にもつながり、ひいては福祉予算の軽減化にもつながるなど、国レベルにおいて損になるようなことは考えにくく、プラス面のほうが大きいと考える。
７．国会議員に対するアクションの取り進め方について
＜簗島＞
①タートルの会が要望書を作成する。要望書の宛先は、厚生労働大臣となる。
②提出する相手方は、参議院議員高野博師氏。この議員との関係は自分の患者であり、長年個人的に親交がある。
③発信人として、日本眼科医会と連名で出せるならベストシナリオとなる。
④内容は、ロービジョンケアの点数制の必要性、及び、中途視覚障害者の継続雇用にとっての同ケアの重要性など。
⑤要望書ができあがった時点で高野議員との日程調整のうえ、面談には簗島先生が同行する。

　日本眼科医会と連名になれば、同医会も同行することになるだろう。日本眼科医会は、過去、佐野会長時代にこのことで要望書を出したことがあるので、古野常務理事も了知していると思う。
⑥面談に漕ぎつけた後は、高野議員の判断の指示に従うことになろう。
以上
＜＜参議院議員坂本ゆきこ氏との懇談＞＞（要旨）
日時：　平成１８年１１月１５日（水）、１３時５０分から１５時
場所：　参議院会館1階会議室
応対者：　坂本暁子氏(参議院議員坂本ゆきこ秘書)

タートルの会：　下堂薗保会長、工藤正一副会長、篠島永一事務局長
要旨
１．ロービジョンケアの制度化について
２．ロービジョンケアを「診療報酬」の対象にすることについて
３．「視覚障害者用補装具適合判定医師研修会」の継続実施について
４．障害者の雇用の促進のため、事業主は法令の規定(雇用促進法第5条)や企業の社会的責任(ＣＳＲ)を厳守することについて
５．ハローワークなど公的組織が、視覚障害者の雇用促進のため本来の組織としての機能を強化充実することについて
以下、視覚障害者の就労に理解を求めて、説明
☆　中途視覚障害者が継続雇用されるためには、本人の障害受容、前向きな姿勢、ひたむきな努力が不可欠であることはいうまでもありません。同時に、そのためにも、①医療段階における支援(ロービジョンケア)、②ハローワーク等職業リハビリテーション機関の支援、③事業主の理解と協力――の3つの観点からの支援と連携が不可欠です。
　ちなみに、ロービジョンケアとは、治療だけでなく、患者のＱＯＬを高めるために、保有視機能を活用して、生活や就労などの指導や助言を行い、患者の抱える問題をトータルに解決するケアのことであり、いわばキュアからケアまでを含む包括的な視覚リハビリテーションのことです。
　中途で視覚障害になった者は誰もが1度は眼科を訪れ、「治りたい」「治して欲しい」の一心で眼科医に救いを求めますが、この時、眼科医は患者を疾患の対象としてのみ捉えるのではなく、社会の中で働き続ける一員として捉え、心のケアとともに必要な情報を提供し、拡大鏡などの活用など、ロービジョントレーニングを行うとともに、職業リハビリテーション機関へ繋ぐなど、適切な支援をする必要があります。

このように、中途視覚障害者にとって、ロービジョンケアは極めて重要です。
　また、具体的に、中途視覚障害者の職業継続には、①業務遂行能力(文字処理など)、②移動能力(通勤・移動)、③職場環境の改善(職場の理解、人間関係など)、この３つが不可欠ですが、そもそも視覚障害となった当事者本人の力には限界があります。
　何よりも、視覚障害者が働き続けるためには、事業主の理解が不可欠です。そのためにも、中途での視覚障害者が社内にいることが分かった時、障害者雇用促進法第5条(事業主の責務)の理念に基づき、いかにすれば雇用継続が図れるか、前向きに取り組んで欲しいと思います。しかし、現状では、本人はもとより、事業主もどこに相談していいか分からないというのが実態です。そこで、その相談窓口として、ハローワークの役割が重要になると考えます。しかし、ハローワークにしても、もとより万能ではなく、そこでの相談で完結すると考えるのではなく、繋ぎ止めることが重要です。そのためには、ここでもまた、連携が重要になります。特にハローワークでは、地域障害者職業センターとの連携、ノウハウを有する施設・当事者を含む支援団体などとの連携で、それが可能となると考えます。
☆　中途視覚障害者の就労について、「見えない者は文字処理ができないから働けない」という固定観念がいまだに一般的にありますが、現状はＩＴ機器などの活用のための一定の訓練を受けることで、事務的職種などについては晴眼者と同等あるいは遜色のない仕事ができるように時代は変わってきているという現実を認識し、把握してほしいと考えています。
☆　中途での視覚障害は、丁度、子供の教育費や住宅ローンの返済などのために安定した経済基盤がとても大事な時期の40代から50代という働きざかりに発症し、困難の極みに達する事例が多発しています。このような不幸を防止するため中途視覚障害者の継続雇用を図るロービジョンケアが欠かせない必須要件となりますので、この制度化が必要であります。
☆　ロービジョンケアは、研修を受けた専門の医師が中心になり、ＩＴ機器などの装備品を使うなどして、一定の期間にわたり、視覚障害者が一旦失いかけた歩行、コミュニケーションなどの機能回復の訓練を施す大切な医療技術といえます。ロービジョンケアが重要な医療技術であることは、持参の参考資料(日本眼科医会及び日本眼科学会との懇談会議事録要旨)においても確認されているところですが、その重要性に鑑み、日本眼科医会や日本眼科学会は「診療報酬」の承認を厚生労働省に対し要望し続けています。それにもかかわらず、未だに認められていないため、当事者の立場からも、ロービジョンケアを「診療報酬」の対象として早急に認めて欲しいと強く要望しています。
☆　ロービジョンケアのできる眼科医を増やす観点から、「視覚障害者用補装具適合判定医師研修会」が行われており、これまでに約200人の修了生を輩出しています。ロービジョンケアについては、社会のニーズと眼科医の関心も高まっているにもかかわらず、今年度は未だ実施されていないと聞いています。1人でもロービジョンケアのできる眼科医を増やすために、本年度も含め、来年度以降も引き続き実施する必要があり、1人でも多くの眼科医が受講できるよう、実施方法についても前向きに検討していただきたいと念願しています。
☆　障害者の雇用促進については、前述のとおり事業主は「事業主の責務」(障害者雇用促進法第５条)の理念に基づき、雇用の安定などに努めなければならないとされていますが、現実はこの法理念が十分に履行されているとは思われにくいので、企業の社会的責任（ＣＳＲ）に合わせて遵守し、障害者の雇用促進に協力してもらいたいと切望しています。
☆　過去、視覚障害者の天職とまで言われた三療の業界は、今日、健常者の進出がめざましいため視覚障害者の治療院の経営が難しくなっており、視覚障害者の就業間口が狭くなっていることにも配慮を願いたいと思っています。
☆　中途視覚障害者は、永年の経験により培ったノウハウを有しているので、ロービジョンケアにより継続雇用がかなえば、会社への高い貢献度が容易に考えられ、納税者になれる可能性があると同時に、当人のＱＯＬの向上が図られるなど、経済的、社会的、高い効果が期待できると考えています。
☆　ハローワークに事業主あるいは中途視覚障害者が相談に出向いても、視覚障害者が働けるという現状をよく認識していないため、的確な情報や指導を受けられなかったという苦情が「１０周年記念誌１００人アンケート、レインボー」の調査結果にたくさん示されています。本来果たさなければならない組織としての役割を発揮できるよう、視覚障害者、とりわけ中途視覚障害者の雇用継続の支援のノウハウを身に付けた職員を配置するなど、適切な相談・支援体制を図る必要があります。
☆　資料としてタートルの会発刊の図書などを提供するとともに、今後、改めて、願いを聞いてもらうことを要請して終えた。
以上
【日本労働組合総連合会（連合）との懇談要旨】

日時　平成１８年１１月１７日（金）　１６時３０分から１７時３５分

場所　連合本部会議室

出席者　

　連合：総合労働局雇用法制対策局　長谷川裕子局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　末永　太氏

　タートルの会：下堂薗保会長、工藤正一副会長、篠島永一事務局長

　懇談に先立ち、お互いに自己紹介をしましたが、その中で、連合・長谷川局長からは、審議会等の委員としての経験から、現在の障害者雇用を取りまく情勢についての意見と感想を述べられました。続いて、タートルの会側から、視覚障害者、とりわけ中途視覚障害者を取りまく諸問題について説明し、問題点や課題を明らかにし、理解と協力をお願いしました。お互いに意見交換をする中で、理解を深め合うことができ、連合の政策研究会の場で問題提起する場を持っていただくことが提案されました。お互いの心が通じ合った大変有意義な懇談会でした。

　以下に、タートルの会側からの説明、意見・要望と、それに対する連合側からの意見表明、回答の要旨を記します。

(タートルの会からの説明、意見、要望)

☆　具体的な1つの事例を紹介すると、某大手電機メーカーの地方工場で働いている、丁度子供の教育費などで最も経済的負担の大きい年代にある中途視覚障害者に対し、事業主側から「見えない者にできる仕事はない」と、就業規則を根拠に解雇通告を受けている事例があります。このようなケースの場合、中途視覚障害者に対する歩行訓練やロービジョンケアとともに、一定の職業訓練が必須不可欠となります。

　この場合、事業主側と障害当事者の両者がロービジョンケアについての情報の持ち合わせがないことが、継続就労に結びつかない最大の要因であることは、本人からのヒアリング（相談）をしていてよく分かります。加えて、事業主としての責務(障害者雇用促進法第5条)である、障害者が訓練を受けて復職しようという努力に対して事業主として協力することなど、全く考慮されていないことを指摘できます。

☆　それではこのようなケースの場合、ハローワークに相談すれば即解決に結びつくかというと、実は、ハローワークそのものが視覚障害者の就労について的確な情報や知識あるいは対応策を有していないため、相談しても空振りになることが多いのが、残念ながら現実の姿です。このことを考慮すれば、1つには、職員の研修の確立が重要であると考えます。具体的な研修方法の1つは、「視覚障害者が現に働いている実態」、「視覚障害者が見えない者にパソコン操作を教えている実態」、「視覚障害者が音声で操るパソコン操作の実態」などを直に体験することが強く望まれます。

☆　三療(あんまマッサージ指圧・鍼・灸)の世界は視覚障害者の天職とまで言われたりしているとおり、無論、有力な職種でありますが、しかし今や、晴眼者の猛烈な進出により、免許を取得しても商売にならないぐらい追い込まれているというのが実態です。にもかかわらず、ハローワークや福祉事務所などは旧態依然として、「見えないイコール三療」という認識により杓子定規的に三療への道を勧めているのが通例であり、ＩＴ機器を活用した働き方などについては、ほとんど承知していないというのが現状です。

☆　中途視覚障害者の継続就労のためには、ロービジョンケアという医療技術に基づいた初期段階における支援が最も重要です。その上で、一定の訓練を受けることが必要ですが、このロービジョンケアが「診療報酬」の対象になっていないため、ロービジョンケアに対する社会的ニーズがありながら、これが普及しないという実態があります。

☆　視覚障害者が職場復帰できる要件の1つは、主治医による診断書の「就労可能」などという所見にかかっていますが、眼科医の中にも視覚障害者がロービジョンケアを受けることにより、ＩＴ機器などを活用して働ける時代になっているという現状を把握していないのもまた現実であります。そのため、過去の知識だけで、「当該障害者がどの程度仕事ができるか分らない」ので、会社に迷惑がかかるかも知れない、そのような大事な診断書は書けない」という眼科医もいます。

☆　今、相談を受けているケースの中で、会社の就業規則により、障害があるため、業務に耐えられないとして、休職期間満了とともに解雇となると言われている事例があります。

　このことに関しては、平成15年11月に、「モデル就業規則」が、従業員を解雇することができる場合の１つに、「精神又は身体の障害については、適正な雇用管理を行い、雇用の継続に配慮してもなお、その障害により業務に耐えられないと認められたとき」との項目が書き加えられ改正されています。つまり、身体または精神に障害があっても直ちに解雇へと結びつけるのではなく、障害があっても働けるように、適正な雇用管理を行ったのか、そして、雇用の継続にどのような配慮をしたのかが問われることになります。

　ところが、現実の多くの就業規則は、このモデル就業規則のような内容にはなっていません。モデル就業規則はあくまでも雛型であって、もとより、就業規則は労使で協議して決めるのが原則となっているため、協議して改正をしない限り、もとのままに止まっているからです。

　そこで、いま一度、労働組合として、それぞれの職場における就業規則を点検して、改正後のモデル就業規則のように改める運動を展開することを希望し、提案したいと思います。
　そのことがリハビリテーションの保障や、職場環境の改善に繋がっていくことになり、障害者雇用促進法第5条の理念を実現することにも繋がると考えるからです。

☆　ちなみに、公務員の場合、「治る見込みのない疾病を有する障害者」が、病気休暇の承認を受けようとするとき、「療養」とは治る見込みのある疾病を対象にしているので、治る見込みのない疾病は療養の範囲に含まれないから承認できないと、承認が拒否されている事例もあります。

(連合・長谷川局長からの意見表明、回答)

１．障害者雇用分科会等の委員を引き受けていることから、年末にあたり、審議会が大繁忙のため、日程を変更したことをまず、お詫び申し上げたい。

２．障害者雇用分科会の委員として、障害者雇用の促進をどのように進めるかということを議論したことがありますが、職場に障害者をもっと雇用しなければならないということと、組合として努力しなければならないというのが私の認識です。

３．労働組合のナショナルセンターの連合として、どのように進めようかと考えた時、連合の組織の外に派遣会社をもっているので、この民間会社を使い、労働組合の事務所に障害者の雇用を提起しなければならないと思っていましたが、労働時間法制のほうが忙しくなり、その提起が止まっている。しかし、本日みなさんがおいでになるということで改めてやらなければならないと思っているところです。

４．来年の通常国会までは「労働時間法制」や、「雇用保険の国庫負担」などのことで手が回らないかも知れないが、そのことが終わった段階で、障害者雇用のことを労働組合としてやらなければならないと思っていました。年明けの１月ごろ、連合の障害者政策づくりに反映するために、みなさんの話を聞く勉強会の機会をつくりたいと思いました。是非、協力していただきたい。

５．今日、びっくりしたのは、「障害者になったとき、分限規定により解雇」される事例があるということです。これは問題だと思います。私たちもどういうふうにするか研究したいと思います。

６．厚生労働省は、誰かがあるいはどこからかの大きな声が出なければ動かない役所だと認識しています。また、ハローワークはまったく勉強していないと言っても過言でないが、ニーズに応えられるきちんとした専門家を配置しなければなりません。一方、視覚障害者も他の障害者団体のように圧力団体となり、どんどん物を申さなければ視覚障害者の就労環境の改善は進展しないと思います。

７．企業は、ＣＳＲの理念を忠実に守り、障害者の雇用促進に努めなければなりませんが、ハローワークや独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構も企業同様、視覚障害者の雇用促進に努力するのは当然です。

８．今の内閣は「再チャレンジ。福祉から就労へ」であるので、今がチャンスと言えます。また、ポストについている人たちも高齢・障害者雇用支援機構の理事長代理が戸刈氏、厚労省障害者雇用対策部長が岡崎氏、障害者雇用対策課長が土屋氏、ということで、陣容としては申し分ないところです。

９．連合は、２年に１度の政策づくりに当たっており、後日勉強会を行うので、みなさんにもぜひ勉強会に参加してもらいたいと思っています。頂戴した資料はしっかり読ませてもらいます。

以上
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